
津和野町の給与・定員管理等について 

 

 町職員の給与は条例、規則などで定められています。職員の給与には、基本給としての給料

と、扶養、住居、通勤手当や民間の賞与にあたる期末・勤勉手当てなどがあります。これらの

給与等の状況を公表します。 

 平成 17 年 9 月 25 日に「旧津和野町」「旧日原町」の 2 町が合併し、新津和野町を設置しま

したので数値は、旧町の合算となります。また、4 月 1 日に旧町で異なる部分については、合

併後の数値を用いています。 

 

１．総括 

 

(１)人件費の状況 (普通会計決算) 

区分 
住民基本台帳人口 

（平成 17 年 3 月 31 日）
歳出総額(A) 給与費等(B) 

比  率

(B/A) 

16 年度 9,836 人  8,168,715 千円 1,488,758 千円 18.2 ％

(注)人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含んでいます。 

 

(２)職員給与費の状況（普通会計予算） 
職員数 給      与      費 

区分 
(A) 給  料 職員手当 期末勤勉手当 計(B) 

一人当り平均給

与費(B/A) 

人 千円 千円 千円 千円 千円
17 年度 

152 599,369 66,977 244,752 911,098 5,994
(注)１．職員手当とは、扶養手当、通勤手当、時間外勤務手当、管理職手当などの諸手当です。 

２．職員手当には、退職手当を含みません。 

３．特別職を除き、嘱託職員を含んでいます。 

４．給与費は、当初予算に計上された額です。(平成 17 年 4 月 1 日現在) 

 

２．職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）一般行政職員の平均給料月額及び平均年齢の状況(平成 17 年 4 月 1 日現在) 

区    分 平均給料月額 平 均 年 齢 

津和野町 335,238 円 40.7 歳

国 329,728 円 40.3 歳

 

（２）職員の初任給の状況(平成 17 年 4 月 1 日現在) 

区  分 津和野町 国 

高校卒 138,800 円 138,800 円
一般行政職 

大学卒 160,200 円 170,700 円

高校卒 136,000 円   －   円
技能労務職 

大学卒   －   円   －   円

 

３．一般行政職の級別職員数等の状況 

（１） 一般行政職の級別職員数の状況(平成 17 年 9 月 25 日現在) 

一般行政職 技能労務職 
区分 標準的な職務 

職員数 構成比 職員数 構成比 

1 級 主事補、技師補 1 人 0.8％  

2 級 主事、技師 4 人 3.2％  

3 級 主事、技師 8 人 6.3％  

4 級 主任主事、主任技師 6 人 4.8％ 1 人 9.1％

5 級 主幹、係長 39 人 31.0％ 2 人 18.2％



6 級 課長補佐、主幹 11 人 8.7％ 8 人 72.7％

7 級 主査、課長補佐 30 人 23.8％  

8 級 課長、主査 26 人 20.6％  

9 級 参事 1 人 0.8％  

 

３．職員の手当の状況 

（１）期末・勤勉手当の状況（平成 17 年 4 月 1 日現在） 

津和野町 国 
区  分 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.40 月分 0.70 月分 1.40 月分 0.70 月分 

１２月期 1.60 月分 0.70 月分 1.60 月分 0.70 月分 

計 3.00 月分 1.40 月分 3.00 月分 1.40 月分 

 

（２）退職手当（平成 17 年 4 月 1 日現在） 

津和野町 国 
区分 

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 

勤続 20 年 21.00 月分 27.30 月分 21.00 月分 27.30 月分 

勤続 25 年 33.75 月分 42.12 月分 33.75 月分 42.12 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 

 

（３）扶養手当（平成 17 年 4 月 1 日現在） 

区  分 支給月額 

配偶者 13,500 円

配偶者以外の扶養親族のうち２人（１人につき） 6,000 円又は 6,500 円

配偶者のいない職員の場合の扶養親族のうち１人 11,000 円

上記以外の扶養親族（１人につき） 5,000 円

満 16 歳から満 22 歳までの子の加算（1 人につき） 5,000 円

 

（４）住居手当（平成 17 年 4 月 1 日現在） 

区分 支給額 

借家居住者 
月額 12,000 円を越える家賃を払っている者に対して 27,000 円

を限度に支給 

持ち家居住者 新築又は購入時から 5 年間は、2,500 円 

 

（５）通勤手当（平成 17 年 9 月 25 日現在） 

交通機関利用者及び交通用具利

用者 

交通機関など利用して通勤する職員に対して

は、55,000 円を限度に支給 

片道 2km 以上自動車などを使用している通勤

する職員に対しては、30,000 円を限度に支給

 

（６）宿日直手当(平成 17 年 4 月 1 日現在) 

宿日直手当 1 回につき 4,200 円 

 

（７）管理職手当(平成 17 年 9 月 25 日現在) 

管理職の役職にあるもの 給料の８％ 

 

４．特別職等の報酬等の状況(平成 17 年 9 月 25 日現在) 

役    職 報 酬 月 額 役    職 報 酬 月 額 期末手当 



町    長 730,000 円 町議会議長 280,000 円

助    役 615,000 円 同 副議長 236,000 円

収 入 役 560,000 円   同 委員長 207,000 円

教 育 長 560,000 円   同 議  員 197,000 円

6 月期  1.60 ヶ月 

12 月期  1.70 ヶ月 

 

計        3.30 ヶ月

 

５.職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況(各年４月１日現在)               (人) 

職員数 前年増減数 区分 

部門 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度

議 会     2 2 2  

総 務     34 34 33 3 △1

税 務     13 12 12 △1 △1

民 生     36 33 32 △2 △3 △1

衛 生     10 11 12 1 1 1

労 働      

農林水産 12 11 11 △1 △1

商 工     5 5 5  

土 木     15 17 16  2 △1

一般行政職 

小 計     127 125 123  △2 △2

特別行政職 教 育     31 31 30 △1 △1

普通会計  計 158 156 153 △1 △2 △3

水 道    7 8 7  1 △1

下 水    2 2 2 △1 

その他 6 6 5 △1 △1

公営企業

など会計

部門 
小 計    15 16 14 △2 1 △2

総 合 計 173 172 167 △3 △1 △5

(注)職員数は一般職員に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者・派遣職員など含みます。 

 

（２）職員の任免に関する状況(各年４月１日現在) 

ア 平成 16 年度及び平成 17 年度の職員採用者数          (人) 

平成 17 年度 平成 16 年度 
区 分 

H17.4.1 H16.4.1 H16.4.2～H17.3.31

一般行政職 1 2 0 

技能労務職 0 0 0 

計 1 2 0 

 

イ 平成 16 年度職種別事由別離職者数               (人) 

その他 
区分 合計 定年退職 勧奨退職 普通退職

分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職

一般行政職 6 2 3 1 0 0 0 0
技能労務職 0 0 0 0 0 0 0 0

計 6 2 3 1 0 0 0 0

 


